
基準値（単位） 基準年度

中間年度 最終年度

148件

％

25

％

100

％

％

％

◆総合計画における位置付け等 平成18年 月 日記入

平成１8年度 施策評価シート

施 策 名 環境負荷の低減を進めるしくみづくり 課長名 森 多可示

評価担当部 環境保全部

第１節 地球環境の保全に向けた取り組み

指標５

達成率 #DIV/0!

指標４

達成率 #DIV/0!

99% Ｈ20

H18に設定した環境マネジメントシス
テムの目的・目標の計画期間がH20
までとなっているため、Ｈ20までに達
成率を100％とする。

100%
指標３

達成率
Ｈ19

97.7

97.71

40 21

水質汚濁の防止に効果的な合併処
理浄化槽の普及率を伸ばす。
50

指標２

達成率
19

94.4

23.6

150件 21

導入時に国の補助件数、本市の設
置状況等を勘案して目標値を設定し
た。その後は、各年度の導入実績等
を踏まえ、目標値を設定しているも
のである。

160件
指標１

達成率
19

88%

130件

指標５

Ｈ17目標値/実績値 中間年度の目標値 最終年度の目標値

Ｈ15

指標４

指標３ ＩＳＯ14001取組達成状況（％）
相模原市環境マネジメントシステムにおける取り組み目
標達成数（数値目標を下回っていても事業目的を達成し
たものを含む）÷取組項目数×１００

90.77%

Ｈ16年度

指標２ 合併処理浄化槽普及率（％）
市内全ての浄化槽基数の内、合併処理浄化槽の
基数
（合併処理浄化槽の基数÷市内全ての浄化槽基

17% H15

指標１ 住宅用太陽光発電設備設置補助件数割合(%)
（当該年度住宅用太陽光発電設備設置補助件数
／目標設置補助件数148件）×１００

130件
88％

＊人件費は、職員一人あたり Ｈ14：839万円、Ｈ17：805万円として算定。人口は、61.6万人（Ｈ15.4.1現在） 66.7万人（Ｈ18.4.1現在）とした。

公共下水道 整備事業面整備事業[汚水対策分]、及び津久井２町と
の合併に伴う「公共下水道 整備事業その他整備費」が新たに構成事
務事業に加わったことによるもの。

指標名 指標の基準値の定義

市民一人あたりの事業費 2,931 3,209

合計 1,805,276 2,140,170

事業費 1,981,987

人件費 158,183

目標値の考え方（根拠）

地球温暖化防止対策やオゾン層保護対策等を推進するとともに、大量消費・大量廃棄型の生活スタイルを見直し、資源・エネルギーの有効利用
の普及・促進や市民意識の啓発、河川の水質浄化など良好な水環境の保全に努め、地球環境の保全に向け、環境への負荷の低減を進めるも
の。
資源・エネルギーの有効利用のため、太陽光発電設備等の設置費の一部に対する助成、生活様式を見直すきっかけにするための環境家計簿、
生活排水による河川の水質汚濁を防止するため合併処理浄化槽の設置費の一部に対する助成、大気環境保全のため庁用自動車に低公害車を
導入するなどの施策を実施し環境負荷の低減を進めている。また、ＩＳＯ14001の認証を取得し、市も一事業者として自らの事業活動に伴う環境負
荷の低減に努めている。

２ 事業費・人員

年度 平成14年度（決算）平成17年度（決算） 増減の主な理由

３ 成果・活動指標

基本目標 ゆとりある みどり豊かな環境共生都市をめざして 施策コード 21120

政策名（章） 第１章 人と自然にやさしい地域社会をつくります

１ 施策の目的・概要（目的はわかりやすく記入）

基本施策名（節名） 評価担当課 環境対策課



１次評価

B

２次評価

B

３次評価

課題
津久井地域における公共下水道整備区域の見直しを図る必要がある。
また、「自然エネルギー等利用設備補助事業」については、行政による支援の対象事業等の検討を進め、より効果的な地
球温暖化対策施策の体系化を図る必要がある。

解決策
公共下水道普及率・合併浄化槽設置率については、県の「かながわ水源環境保全・再生施策大綱」に基づく「かながわ水
源環境保全・再生5か年計画」の事業を活用し、向上を図っていく。また、「自然エネルギー等利用設備補助事業」につい
ては、新たな環境基本計画の策定の中で、より効果的な地球温暖化対策施策の体系化を図っていく。

７ ２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

設定された指標の目標値の水準が甘く高評価となっている。
効率性の評価については、前回評価と比較して投入コストが増加しているため、「2点」とするのが妥当である。
構成事務事業が施策の達成に十分寄与しているか疑問である。事業のスクラップアンドビルドに努めるなど、効果的な
事業実施が望まれる。

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

８ ３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

６ 課題と解決策（現状または、評価結果から）

合計 8 評価結果に基づく区分（４項目の合計点数による）
Ａ（12から10点） Ｂ（9から5点） Ｃ（4点以下）

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

市民満
足度

市民満足度調査
により市民ニー
ズを把握し、市民
の立場に立って
事業展開してい
る

4 ② 1

「自然エネルギー等利用設備補助事業」については、地球温暖化の要因であるCO2の削減等に効
果があることから、その重要性は感じているが、設置費に比べ補助額が少ないため満足度は低く
なったものと考えられる。

効率性

最少経費で最大
効果が得られる
事業構成となっ
ている

④ 2 1

「自然エネルギー等利用設備補助事業」については、補助金の上限額の見直しを行い、投入コスト
を減少させた反面、「広報さがみはら」や「ホームページ」などにより市民への周知を図ることにより
設置件数は増加している。
また、「環境管理システム推進事業」については、定数の見直し等により、投入コストを減少させた
反面、適用範囲の拡大や目的・目標の見直しを行い、環境への負荷の低減を進めている。

有効性

各事業が果たす
施策に対する目
標の達成度合い
を把握し、効果の
高い事業を実施
している

4 ② 1

住宅用太陽光発電設備設置補助件数は、平成17年度末で約600件となっており、地球温暖化の要
因であるCO2の削減に寄与している。
また、合併処理浄化槽設置補助件数は、平成17年度末で約1,000件となっており、河川水質汚濁防
止に寄与している。
さらに、ISO14001の取組では、平成12年11月の認証取得以来、各種の目的・目標を設定し環境へ
の負荷低減を進めており、年々効果が上がっている。

４ 市民満足度調査結果（平成18年度実施分）
○この施策の満足度は3.107で51施策の中で35番目。
○重要度は4.025で18番目である。
○改善要望度は0.1671で16番目である。
○年齢別にみると、満足度は60歳代以上で高く、20、40歳
代で低くなっている。
○重要度は20歳代でもっとも高く、40歳代でもっとも低く
なっている。
○前回調査と比較すると、満足度、重要度とも施策の順位
が下がっている。
○満足度の順位では、40歳代で前回調査より上がり、20、
30歳代、70歳以上で大幅に下がっている。
○重要度の順位では、70歳以上で前回調査より大幅に下
がっている。

視点の
種類

評価基準・
着眼点 評価点 それぞれの視点に対して評価の具体的根拠

５ １次評価（３つの視点から評価を行う）

地球環境の保全

3.0

3.5

4.0

4.5

2.5 3.0 3.5 4.0

満足度の平均 3.190

低い ← 満足度 → 高い

高
い

↑

重
要
度

↓

低
い

重要度の平均 3.871

施策

Ｈ18◇ Ｈ15▲



コード 21120

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の
優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の
優先順位

Ｈ17人員
（人）
Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

合併処理浄化槽設置補助
事業 環境保全課 5 0.04 16,519 3 0.04 322 8,269 8,591

浄化槽業務経費 環境保全課 6 0.14 1,286 0 0

環境家計簿事業 環境対策課 2 0.03 517 5 0.03 242 0 242

自然エネルギー等利用設備
補助事業 環境対策課 4 0.20 28,033 2 0.40 3,220 11,278 14,498

庁用自動車購入費(低公害
車、ハイブリット） 管財課 3 1.00 29,182 4 0.30 2,415 10,973 13,388

環境管理システム推進事業 環境対策課 1 4.00 38,639 1 3.00 24,150 1,998 26,148

雨水浸透施設設置助成事
業 下水道管理課 再掲 0.01 1,228 再掲 0.01 81 791 872

雨水浸透能力調査費 土木計画課 再掲 0.07 600 0 0

相模川流域下水道建設負
担金 土木計画課 再掲 0.07 720,066 再掲 0.07 564 475,774 476,338

公共下水道 整備事業（補
助事業）[汚水対策分] 下水道整備課

再掲 1.00 195,645 再掲 4.00 32,200 611,892 644,092
公共下水道 測量設計等委
託 [汚水対策

分]
下水道整備課 再掲 3.20 97,819 再掲 0.90 7,245 70,216 77,461

公共下水道 整備事業面
整備事業[汚水対策分] 下水道整備課 再掲 1.60 12,880 175,907 188,787

公共下水道 整備事業その
他整備費[汚水対策分] 下水道整備課

再掲 3.40 174,188 再掲 1.80 14,490 87,984 102,474

公共下水道 整備事業その
他整備費（下水道管理課） 下水道管理課

再掲 2.00 321,780 再掲 2.00 16,100 240,826 256,926

公共下水道 整備事業その
他整備費（南土木事務所） 南土木事務所

再掲 4.00 179,774 再掲 2.00 16,100 142,694 158,794
公共下水道 整備事業そ
の他整備費（津久井建設

課）
津久井建設課 再掲 2.50 20,125 137,866 157,991

公共下水道 整備事業そ
の他整備費（相模湖建設

課）
相模湖建設課 再掲 1.00 8,050 5,519 13,569

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

19.16 1,805,276 19.65 158,183 1,981,987 2,140,170

19.16 1,805,276 19.65 158,183 1,981,987 2,140,170合計

計

環境負荷の低減を進めるしくみづくり



コード 21120

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の
優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の
優先順位

Ｈ17人員
（人）
Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0.00 0 0.00 0 0 0計

環境負荷の低減を進めるしくみづくり


